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告 示

鳥取県告示第387号

平成12年鳥取県告示第455号 (課税免除に関する届出書及び不均一課税適用申請書について) の一部を次のよ

うに改正する｡

平成18年６月２日

鳥取県知事 片 山 善 博

第１条 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に対応する同

表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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鳥 取 県 公 報 第7792号平成18年６月２日 金曜日 �

改 正 後 改 正 前

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の

特例に関する条例 (平成12年鳥取県条例第61号) 第

６条第１項及び第２項に規定する課税免除に関する

届出書並びに第７条第１項に規定する不均一課税適

用申請書の様式を次のように定める｡

特定地域の振興を促進するための県税の課税免除

及び不均一課税に関する条例 (平成12年鳥取県条例

第61号) 第９条第１項及び第２項に規定する課税免

除に関する届出書並びに第10条第１項に規定する不

均一課税適用申請書の様式を次のように定める｡

�����
平成18年６月２日(金)

第７７９２号

毎週火･金曜日発行



第２条 次の表の左欄に掲げる様式中同表の中欄に掲げる字句をそれぞれ同表の右欄に掲げる字句に改める｡

第３条 様式第４号及び様式第５号を次のように改める｡

様式第４号 削除

様式第５号 削除

附 則

この告示は､ 平成18年６月２日から施行する｡

鳥取県告示第388号

鳥取県債権管理事務取扱規則 (昭和39年鳥取県規則第16号) 第７条に規定する徴収吏員について､ 地方自治法

鳥 取 県 公 報 第7792号平成18年６月２日 金曜日�

様式第１号 低開発地域工業開発地区における

農村地域工業等導入地区における 県税の課

過疎地域における

税免除に関する届出書

農村地域工業等導入地区における

県税の課

過疎地域における

税免除に関する届出書

第９条第１項 第６条第１項

資本の金額 資本金の額

１ この届出書は､ 新増設した設備を事業の

用に供することとなった日から30日以内に

提出してください｡ なお､ 新増設した設備

が複数ある場合には､ 事業所ごと､ かつ､

事業の用に供した日を含む事業年度又は年

の異なるごとに､ 事業の用に供することと

なった日のうち最も遅い日から30日以内に

提出してください｡

１ この届出書は､ 原則として､ 個人にあっ

ては新増設した設備等を事業の用に供する

こととなった日の属する年の翌年３月15日

までに､ 法人にあっては新増設した設備等

を事業の用に供することとなった日の属す

る事業年度に係る法人事業税申告納付期間

の末日までに提出してください｡

様式第２号 第９条第２項 第６条第２項

様式第６号 第10条第１項 (第４号) 第７条第１項 (第１号)

１ この申請書は､ 商業基盤施設の用に供す

ることとなった日から30日以内に提出して

ください｡ なお､ 複数の商業基盤施設を設

置する場合には､ 施設の用に供した日を含

む事業年度又は年の異なるごとに､ 施設の

用に供することとなった日のうち最も遅い

日から30日以内に提出してください｡

１ この申請書は､ 原則として､ 個人にあっ

ては家屋等を商業基盤施設の用に供するこ

ととなった日の属する年の翌年３月15日ま

でに､ 法人にあっては家屋等を商業基盤施

設の用に供することとなった日の属する事

業年度に係る法人事業税申告納付期間の末

日までに提出してください｡

様式第７号 第10条第１項 (第５号) 第７条第１項 (第２号)

資本の金額 資本金の額

１ この申請書は､ 新増設した設備を事業の

用に供することとなった日から30日以内に

提出してください｡

なお､ 新増設した設備が複数ある場合に

は､ 事業所ごと､ かつ､ 事業の用に供した

日を含む事業年度又は年の異なるごとに､

事業の用に供することとなった日のうち最

も遅い日から30日以内に提出してください｡

１ この申請書は､ 原則として､ 個人にあっ

ては新増設した家屋等を事業の用に供する

こととなった日の属する年の翌年３月15日

までに､ 法人にあっては新増設した家屋等

を事業の用に供することとなった日の属す

る事業年度に係る法人事業税申告納付期間

の末日までに提出してください｡



(昭和22年法律第67号) 第171条第４項の規定に基づき､ 出納長をしてその権限に属する事務の一部を次のとお

り委任させたので､ 同条第５項において準用する同法第170条第４項後段の規定により告示する｡

平成18年６月２日

鳥取県知事 片 山 善 博

１ 委任させた事務

行政代執行法 (昭和23年法律第43号) 第２条の規定に基づく代執行に係る費用の収納事務

２ 委任を受けた出納員

鳥取県県土整備部道路企画課

課長補佐 太田 裕司

道路管理係長 川本 英生

主事 仙石 英樹

３ 委任期間

平成18年６月２日から平成19年３月31日まで

鳥取県告示第389号

次のとおり鳥取県収入証紙の小売りさばき人の指定を廃止したので､ 告示する｡

平成18年６月２日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県告示第390号

介護保険法 (平成９年法律第123号) 第41条第１項本文の規定に基づき､ 指定居宅サービス事業者を指定した

ので､ 同法第78条の規定により､ 次のとおり告示する｡

平成18年６月２日

鳥取県東部総合事務所長 塚 田 勝

鳥 取 県 公 報 第7792号平成18年６月２日 金曜日 �

廃止年月日 住 所 名 称

平成18年３月31日 倉吉市東巌城町２
鳥取県職員労働組合中部総合事務所福祉保

健局分会

〃 米子市東福原一丁目１－45
鳥取県職員労働組合西部支部西部総合事務

所福祉保健局分会

氏名 (名称及び代

表者の氏名)

住所 (主たる事

務所の所在地)

居宅サービス事業

を行う事業所の名

称

居宅サービス事

業を行う事業所

の所在地

居宅サービス

事業の種類 指定年月日

特定非営利活動法

人陽和会

理事長 石上 歩

鳥取市宮長270

－１

特定非営利活動法

人陽和会デイサー

ビスセンターひよ

り

鳥取市桜谷４－

28

通所介護 平成18年６月１日



鳥取県告示第391号

計量法 (平成４年法律第51号) 第19条第１項の規定に基づき､ 特定計量器検定検査規則 (平成５年通商産業省

令第70号) 第39条第１項の規定に該当する特定計量器以外の特定計量器の定期検査を実施するので､ 同法第21条

第２項の規定により､ 次のとおり告示する｡

平成18年６月２日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県告示第392号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第30条第２項の規定に基づき､ 淀江町土地改良区の定款の変更を平成18

年５月29日認可したので､ 同条第３項の規定により告示する｡

平成18年６月２日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県告示第393号

次のように保安林の指定をする予定である旨の通知を受けたので､ 森林法 (昭和26年法律第249号) 第30条の

規定により告示する｡

平成18年６月２日

鳥取県知事 片 山 善 博

１ 保安林予定森林の所在場所

八頭郡若桜町大字三倉字六郎谷1055から1058まで､ 1058の２､ 1059の１､ 1059の２､ 1061､ 1061の１､ 1062､

1064から1066まで

鳥 取 県 公 報 第7792号平成18年６月２日 金曜日�

実施区域 実 施 期 日 実施時間 実 施 場 所

八頭郡

八頭町

平成18年７月３日 (月) 午後１時から

午後３時まで

八頭郡八頭町宮谷80

郡家公民館

〃
平成18年７月４日 (火)

〃
八頭郡八頭町船岡539

船岡公民館

〃
平成18年７月６日 (木)

〃
八頭郡八頭町徳丸625

八東フルーツ総合センター

八頭郡

若桜町

平成18年７月７日 (金)
〃

八頭郡若桜町大字若桜757

若桜町山村開発センター

八頭郡

智頭町

平成18年７月10日 (月)
〃

八頭郡智頭町大字智頭2076－２

智頭町総合センター

八頭郡 平成18年７月18日 (火)
〃

鳥取市若葉台南七丁目７

鳥取県計量センター

〃

平成18年８月１日 (火) から同月31日

(木) までの日 (日曜日及び土曜日を除

く｡)

午前９時から

午後４時まで

鳥取市東町一丁目220

鳥取県生活環境部食の安全・くらしの安

心推進課計量担当



２ 指定の目的

水源のかん養

３ 指定施業要件

(１) 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は､ 定めない｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 若桜町森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

(２) 立木の伐採の限度並びに植栽の方法､ 期間及び樹種

次のとおりとする｡

(｢次のとおり｣ は､ 省略し､ その関係書類を鳥取県農林水産部森林保全課及び若桜町役場に備え置いて縦覧に

供する｡)

教 育 委 員 会 告 示

鳥取県教育委員会告示第８号

定例教育委員会の会議を次のとおり招集した｡

平成18年６月２日

鳥取県教育委員会委員長 山 田 修 平

１ 日時 平成18年６月６日 (火) 午後１時～

２ 場所 鳥取市東町一丁目271 鳥取県庁教育委員会教育委員室

３ 議題

(１) 鳥取県立高等学校の通学区域の見直しに伴う関係教育委員会規則の整備に関する規則の新設について

(２) その他

病 院 局 告 示

鳥取県病院局告示第２号

地方公営企業法 (昭和27年法律第292号) 第33条の２の規定に基づき､ 鳥取県立厚生病院の休日・夜間等救急

受付業務に係る医療費の収納の事務を次のとおり委託したので､ 地方公営企業法施行令 (昭和27年政令第403号)

第26条の４第１項の規定により告示する｡

平成18年６月２日

鳥取県営病院事業管理者 坂 出 徹

１ 委託の相手

株式会社コアズ鳥取支社

２ 委託期間

平成18年６月１日から平成19年３月31日まで

鳥 取 県 公 報 第7792号平成18年６月２日 金曜日 �



公 告

毒物及び劇物取締法 (昭和25年法律第303号) 第８条第１項第３号の規定に基づき､ 平成18年度毒物劇物取扱

者試験を次のとおり実施する｡

平成18年６月２日

鳥取県知事 片 山 善 博

１ 試験の日時

平成18年８月29日 (火) 午前10時50分から午後２時30分まで

２ 試験の場所

鳥取市東町一丁目220 鳥取県庁講堂

３ 試験の種類

一般毒物劇物取扱者試験､ 農業用品目毒物劇物取扱者試験及び特定品目毒物劇物取扱者試験 (毒物及び劇物

取締法施行規則 (昭和26年厚生省令第４号) 附則第３項に該当するものを除く｡)

４ 試験の方法

次に掲げる事項について筆記による試験を行う｡

(１) 毒物及び劇物に関する法規

(２) 基礎化学

(３) 毒物及び劇物の性質及び貯蔵その他取扱方法

(４) 毒物及び劇物の識別

なお､ 上記(３)及び(４)の毒物及び劇物は､ 農業用品目毒物劇物取扱者試験にあっては毒物及び劇物取締

法施行規則別表第１に掲げる毒物及び劇物に､ 特定品目毒物劇物取扱者試験にあっては同令別表第２に掲げ

る劇物に限る｡

５ 受験手続

(１) 書類の提出先

ア 県内居住者 最寄りの保健所

イ 県外居住者 鳥取県福祉保健部医務薬事課 (〒680－8570鳥取市東町一丁目220)

(２) 提出書類

ア 受験願書 (９に掲げる問合せ先において配布するものによること｡)

イ 履歴書 (アとともに配布するものによること｡)

ウ 写真 (出願前６月以内に無帽で正面から上半身を撮影した縦４センチメートル､ 横４センチメートルの

大きさのものとし､ 裏面に氏名及び撮影年月日を記載すること｡)

エ 受験票 (アとともに配布するものによること｡)

(３) 受験に関する書類の受付期間及び時間

平成18年６月19日 (月) から同月30日 (金) までの日 (日曜日及び土曜日を除く｡) の午前８時30分から

午後５時30分まで｡

なお､ 郵送の場合は､ 平成18年６月30日 (金) までの消印のあるものに限り受け付ける｡

(４) その他

視覚､ 聴覚､ 音声又は言語機能に障害を有する者で受験を希望するものは､ 願書の提出までに鳥取県福祉

保健部医務薬事課に申し出た場合､ 受験の際にその障害の状態に応じて必要な措置を講ずることがある｡

鳥 取 県 公 報 第7792号平成18年６月２日 金曜日�



６ 受験手数料及び納付方法

受験手数料は10,500円とし､ その金額に相当する鳥取県収入証紙を受験願書にはり付けて納付すること｡ こ

の場合､ 消印しないこと｡

なお､ 既に納付された受験手数料は､ 返還しない｡

７ 受験票の交付

受験票については､ 平成18年８月23日 (水) までに鳥取県福祉保健部医務薬事課から本人あてに送付する｡

８ 合格者の発表等

(１) 合格者の受験番号を､ 平成18年９月22日 (金) 発行の鳥取県公報に公告し､ 同日午前９時に鳥取県庁１

階ロビー掲示板及び鳥取県内各保健所に掲示し､ 並びに鳥取県ホームページに掲載するとともに､ 合格者に

は合格証を交付する｡

(２) 試験結果の開示

この試験の得点については､ 口頭により開示を請求することができる｡

この場合において､ 試験の得点の開示を受けようとする受験者は､ 合格発表日以降１月が経過する日まで

の間に､ 鳥取県福祉保健部医務薬事課に受験票又は運転免許証等本人であることを確認できるものを持参の

上､ その旨を申し出ること｡

９ その他

この試験に関し不明なことは､ 次に問い合わせること｡

鳥取県福祉保健部医務薬事課 (電話 0857－26－7203､ ファクシミリ 0857－21－3048)

鳥取保健所 (東部総合事務所福祉保健局) (電話 0857－22－5691)

倉吉保健所 (中部総合事務所福祉保健局) (電話 0858－23－3144)

米子保健所 (西部総合事務所福祉保健局) (電話 0859－31－9316)

日野保健所 (日野総合事務所福祉保健局) (電話 0859－72－2032)

雑 報

宅地建物取引業法 (昭和27年法律第176号) 第16条の２第１項の規定による鳥取県知事の委任に係る平成18年

度宅地建物取引主任者資格試験を次のとおり実施する｡

平成18年６月２日

財団法人不動産適正取引推進機構理事長 三 澤 眞

１ 試験の日時 平成18年10月15日 (日) 午後１時から午後３時まで

ただし､ 宅地建物取引業法第16条第３項の規定により試験の一部の免除を受ける者 (以下 ｢登録講習修了者｣

という｡) については､ 午後１時10分から午後３時までとする｡

２ 試験の場所 倉吉市山根529－2 鳥取県立倉吉体育文化会館

３ 試験の内容

(１) 内容 おおむね次の事項について行う｡

ア 土地の形質､ 地積､ 地目及び種別並びに建物の形質､ 構造及び種別に関すること｡

イ 土地及び建物についての権利及び権利の変動に関する法令に関すること｡

ウ 土地及び建物についての法令上の制限に関すること｡

エ 宅地及び建物についての税に関する法令に関すること｡

オ 宅地及び建物の需給に関する法令及び実務に関すること｡
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カ 宅地及び建物の価格の評定に関すること｡

キ 宅地建物取引業法及び同法の関係法令に関すること｡

ただし､ 登録講習修了者については､ ア及びオに掲げる事項に関する問題を免除する｡

(２) 出題法令 平成18年４月１日現在施行されている法令による｡

４ 試験の方法及び出題数

(１) 方法 ４肢択一式の筆記試験による｡

(２) 出題数 50問

ただし､ 登録講習修了者については､ 45問とする｡

５ 受験資格 年齢､ 性別､ 学歴等に関係なく､ だれでも受験することができる｡

６ 受験申込み

(１) インターネットによる申込みの場合

ア 試験案内の掲載

(ア) 掲載期間 平成18年７月３日 (月) から同月18日 (火) まで

(イ) 掲載場所 財団法人不動産適正取引推進機構のホ－ムページ (http://www.retio.or.jp)

イ 申込期間 平成18年７月３日 (月) 午前９時30分から同月18日 (火) 午後９時59分まで

ウ 申込方法

(ア) 財団法人不動産適正取引推進機構のホ－ムページ (http://www.retio.or.jp) にアクセスし､ 受験申込

画面において必要な事項 (登録講習修了者については､ 登録講習修了者証明書 (修了試験合格年月日が

試験実施日前３年以内のものに限る｡) に記載されている登録講習機関の登録番号及び修了番号を含む｡)

を入力すること｡

(イ) 写真ファイル (平成18年４月１日以降に撮影した上半身､ 無帽､ 正面向き､ 無背景のものでＪＰＥ

Ｇ形式のもの) を添付すること｡

エ 受験手数料及び納付方法

(ア) 受験手数料 7,000円

(イ) 納付方法 財団法人不動産適正取引推進機構が指定したクレジットカードにより､ 又はコンビニエ

ンスストアより納入すること (事務手数料は､ 本人負担とする｡)｡

(２) 郵送による申込みの場合

ア 試験案内及び受験申込書の配布

(ア) 配布期間 平成18年７月３日 (月) から同月31日 (月) までとする｡ ただし､ 日曜日､ 土曜日及び

国民の祝日に関する法律 (昭和23年法律第178号) に規定する休日は除く｡

(イ) 配布場所 社団法人鳥取県宅地建物取引業協会の東部､ 中部及び西部の各支部並びに鳥取県生活環

境部住宅政策課､ 東部総合事務所､ 中部総合事務所及び西部総合事務所の生活環境局建築住宅課並びに

社団法人全日本不動産協会鳥取県本部

イ 申込期間 平成18年７月３日 (月) から同月31日 (月) までの日付の消印のあるものに限り有効とする｡

ウ 提出書類

(ア) 受験申込書 (裏面に受験手数料納入済を証する郵便振替払込受付証明書をはったもの)

(イ) 写真１枚 (平成18年４月１日以降に撮影した上半身､ 無帽､ 正面向き､ 無背景で縦4.5センチメー

トルから５センチメートルまで､ 横3.5センチメートルから５センチメートルまでの間の大きさのもの)

(ウ) 登録講習修了者にあっては､ 登録講習修了者証明書 (修了試験合格年月日が試験実施日前３年以内

のものに限る｡)

エ 受験手数料及び納付方法

(ア) 受験手数料 7,000円

(イ) 納付方法 受験申込み前に､ 所定の郵便振替用紙により､ 郵便局又は財団法人不動産適正取引推進

機構が指定する銀行預金口座に払い込むこと (払込手数料は､ 本人負担とする｡)｡
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オ 郵送先及び郵送方法 社団法人鳥取県宅地建物取引業協会 (鳥取市川端二丁目125鳥取県不動産会館２

階) へ､ 簡易書留郵便又は配達記録郵便で申し込むこと｡

７ 合格発表

(１) 発表の期日 平成18年11月29日 (水)

(２) 発表の方法 社団法人鳥取県宅地建物取引業協会の東部､ 中部及び西部の各支部に合格者一覧表を掲示

するとともに､ 本人への合格証書の送付により行う｡

８ 試験に関する問合せ先 社団法人鳥取県宅地建物取引業協会 (電話 0857－23－3569)

正 誤

平成18年３月28日公布の鳥取県条例第22号 (鳥取県税条例の一部を改正する条例) 中次の箇所に誤りがあった

ので､ 訂正する｡

頁 34

行 20

誤 (平成18年法律第 号)

正 (平成18年法律第40号)
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